（様式第１８）
                                                                 番     号：　　　　　　
                                                        令和    年　   月 　  日
先端設備投資促進事業費補助金事務局長　殿
                                 補助事業者    住所　
                                               氏名　
                                                     　　　　　　　　　　　  　　　　　　印
平成２４年度円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金
収益状況報告書
円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金交付規程第２３条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．補助金の確定額及びその通知の日
金　　　　　　　　　　円　　平成　　年　　月　　日　　　　第　　　　　号
２．報告対象期間
平成or令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
３．収益状況
[補助事業の完了した日の属する補助事業者の会計年度の終了後５年間における各年度末までの、補助事業に係る製品・部品等の営業損益（売上高－製造原価－販売管理費等）の累計額－補助事業に要する経費（補助事業に係る補助対象経費以外の経費を含む）のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額]×（補助金の確定額（除く返納額）／本年度までの補助事業に係る支出額の合計（補助事業に要した経費（補助金＋自己負担額）及び補助事業終了以降に追加的に要した補助事業に係る経費の合計）－前年度までに収益納付を行っている場合には、その累計額（詳細別紙）
（別紙）
番号：　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
収　益　状　況
１．平成　年度の営業損益（売上高－製造原価－販売管理費等、の事業完了年度比増分）
	営業損益
	算出根拠

	円
	売上高：
製造原価：
販管費：
その他：



２．これまでの営業損益の累計額
	年　　度
	金　額

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	累　計　額
	円


３．支出明細
	支出額
	積算根拠

	円
	土地代：
建屋：
設備投資：
その他：



４．本年度までの補助事業に係る支出の合計
	年　　度
	支　出　額

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	合　計　額
	円


５．前年度までの収益納付額
	年　　度
	収益納付額

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	平成　年度
	円

	合　計　額
	円


６．平成　年度の収益納付額　　
（「２．営業損益の累計額」－「補助事業に要する経費のうち自己負担額」）×（「補助金の確定額（除く返納額）」／「４．本年度までの補助事業に係る支出額の合計」）－前年度までに収益納付を行っている場合のその累計額＝　　　　　　　　　　円
（別紙その２）
収益納付額　計算シート
番号：　　　　　　　　
令和　　年　　月　　日
1 収益【Ａ】
· 「収益」の範囲
収益納付の対象となる「収益」の範囲は、原則として、実績報告書記載の「資源生産性改善計画」と同じ範囲としてください。
ただし、例外的に、実績報告書記載の収益の範囲とすることが合理性を欠くと認められる事情がある場合には、範囲の変更が認められることがあります。特段の事情とは、以下のような事情を指します。
上記範囲による営業損益が、本補助事業により導入した設備により製造される製品・部品等の営業損益とかけはなれている
本報告時点において、上記範囲とは異なるが、より本補助事業にかかる営業損益に近い範囲の営業損益について、財務諸表、管理会計等により把握することが可能である
上記のような事情が存在し、「収益の範囲」を変更する場合であっても、より大きな単位への変更はできません。
また、「収益の範囲」は、収益状況報告書提出初年度に決定した後は、変更することはできません。
以下に「収益の範囲」を示してください。
	「収益の範囲」
	変更の有無

	実績報告時
	
	

	本報告
	
	


· 各項目の根拠資料及び推計の考え方
書式に従い、費目別に、根拠資料及び数値の妥当性の説明について記入してください。また、数値を使って推計を行った場合は、推計の有無について該当欄に丸をつけ、算出の考え方を記載してください。
「d.その他」については、数値の妥当性の説明の他、その他に含めた費目の内訳を記載してください。ここに含めることのできる費目は、営業損益に含まれるもののみとします。
なお、「収益の範囲」を変更した場合については、より本補助事業にかかる営業損益に近い範囲の営業損益について、財務諸表、管理会計等により把握することが可能であることを説明してください。
	費目
	推計の有無
	根拠資料及び推計の考え方

	a.売上高
	
	

	b.製造原価
	
	

	c.販売費及び一般管理費
	
	

	d.その他
	―
	

	
	
	


· 収益額の算出
前ページで示した「収益の範囲」について、報告年度の営業損益から、補助事業完了年度の営業損益を差し引いた額を算出し、報告開始年度分から当該報告年度分までの合計（累計）を算出してください。
※当該報告年度営業損益が赤字もしくはゼロである場合は、収益納付の対象とはなりません。ただし、その場合も、赤字の数字を下表に入力し、累計額の計算を行ってください。
※事業完了年度が赤字の場合、単年度収益額は、当該報告年度の営業損益の額を記入してください。
	
	平成　年度
（事業完了）
	平成　年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度

	収益の範囲
	
	
	
	
	
	

	a.売上高
	
	
	
	
	
	

	b.製造原価
	
	
	
	
	
	

	c.販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	

	d.その他
	
	
	
	
	
	

	単年度
営業損益
（a-b-c-d）
	
	
	
	
	
	

	累計額
＝収益【A】
	
	
	
	
	
	


2 控除額【Ｂ】
補助事業に要した経費（補助事業に係る補助対象経費以外の経費を含む））のうち、補助事業者が自己負担によって支出した額です。
実績報告書記載の「補助事業に要した経費（補助対象事業に係る補助対象経費以外の経費を含む）のうち、補助対象事業者が自己負担によって支出した額」を正確に転記してください。
	控除額【B】　金　　　　　　　　　　　　　　　円


3 補助金確定額【Ｃ】
確定通知書に記載されている「補助金の確定額」を正確に転記してください。
	補助金確定額【C】　金　　　　　　　　　　　　　　　円


4 本事業年度までの補助事業に係る支出額の合計【Ｄ】
補助事業に要した経費（補助金＋自己負担額）及び補助事業終了以降に追加的に要した補助事業に係る経費の合計です。
	
	平成  年度
(事業完了年度・完了前)
	平成  年度
(事業完了年度・完了後)
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度

	土地代
	
	
	
	
	
	
	

	建屋
（含む改修）
	
	
	
	
	
	
	

	設備投資費
（含む改修）
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	

	単年度支出額
	
	
	
	
	
	
	

	累計額
＝支出額
の合計【D】
	
	
	
	
	
	
	


5 各年度の収益納付額及びその累積額【Ｅ】
	
	平成  年度
（事業完了）
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度
	平成  年度

	収益【A】
	
	
	
	
	
	

	控除額【B】
	
	
	
	
	
	

	補助金
確定額【C】
	
	
	
	
	
	

	支出額
の合計【D】
	
	
	
	
	
	

	収益納付額
	
	
	
	
	
	

	納付額累計【E】
	
	
	
	
	
	


以上
1

